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1.は じ め に
SD(ス タンフ・デイベ ロップメン ト)
の起源は、 FD(フ ァカルティ・ディベロ

ップメン ト)の 起源 と同 じといつても過言

ではない。FDの 起源は 1960年代のイギ リ
スにあ り、イギ リスでは SDと 呼んでいる。
それが 1970年代アメリカに移 り、FDと 呼
ぶ ようになった。舘明 (2002)は 、英語の

スタッフには、いわゆる 「職員」だけでな

く、教員 も含まれる。 したがつて SDと い

つた場合、その対象は教員をふ くむ全職員

である。それ どころか、 SDと い う言い方
で、教員だけを対象 としている場合 さえあ

るので注意を要すると述べている。「教員」

佐藤龍子 (大学教育センター )

松井宏文 (施設課 )

山下晃司 (教務課 )

松下昭重 (図 書館情報課 )

=フ ァカルティ、対置 されたものとして「職

員」 =ス タッフをあてるのは間違いである

とも指摘 している。

中央教育審議会答 申 (平成 20年 12月 24

日)「学士課程教育の構築に向けてJの 用語

解説は以下である。「SD(ス タッフ・ディ
ベ ロップメン ト)と は、事務職員や技術職

員 な ど職員 を対象 とした、管理運営や教

育・研究支援までを含めた資質向上のため

の組織的な取組を示す。「スタッフ」に教員

を含み、 FDを 包含する意味 として SDを

用いる場合 (イ ギ リスの例)も あるが、こ

こでは FDと 区別 し、Til員 の能力開発の活

動に限定 して SDの 語を用いている」。
静岡大学の第 2期 中期計画には 「教職員

の教育力向上の観点から、 FD(フ ァカル
ティ・ディベロップメン ト)か らSD(ス
タッフ・ディベ ロップメン ト)への転換を

進める」 とある。教員だけ対象の FDで な
く、教員・職員を含んだより広義の概念 と

して SDを 用 い 、「FDか ら SDへ の転換 」

を掲 げてい る。 イ ギ リス の原 点 に立 ちか え

つて、教育改革を行お うとい う表明でもあ

る。 これを本論文では広義の SDと 言 う。

本稿では、職員を対象 とした前述の中央

教育審議会の SDを 取 り上げるが、以下 4
の 「わた したちの仕事改善Jの 実践例で分

かるように、教職協働、教職学 (学生)協
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働の優れた取組 であ り、内容 としては広義

の SDと いえるものである。 しか し、職員
対象の企画であ り、現実 としてはまだまだ

教員 の FD活 動 とは区別がある。今後の課
題である。

2.SDの 先行研究
SDの 求め られ る背景や意義 について改
めて述べ るまで もないが、前掲の中央教育

審議会答 申「学士課程教育の構築に向けて」

か ら少 し引用す る。「第 3章  学士課程教育
の充実を支える教職員の職能開発」の前文

では、「教職員 は、学士課程教育の実践に直

接又 は間接 に携わ り、相互に連携 して管理

運営等 を担っている。前章で述べた三つの

方針 に貫かれた教学経営に当たつては、学

士課程教育の実践 と管理運営を担 う教職員

の資質 と能力 に負 うところが極 めて大 き

い」 と書かれてある。

同第 3章 の 2 大学職員の職能開発では
「(1)現状 と課題①職能開発の重要性一大

学職員は、大学の管理運営に携わる、また、

教員の教育研究活動を支援するなど、重要

な役割を担っている。(中 略)大 学経営をめ

ぐる課題が高度化・複雑化する中、職員の

職能開発 (ス タッフ・ディベ ロップメン ト、

SD)は ますます重要 となってきている。
②職員の職能開発の実質化 と充実―専門性

を備 えた大学職員や、管理運営に携わる上

級職員 を養成す るためには、各大学が学内

外における SDの 場や機会の充実に努める
ことが必要である。(中 略)な お、教職員の

協働関係の確立 とい う観点からは、 FDや
SDの 場や機会を峻別する必要は無 く、 日
的に応 じて柔軟な取組をしてい くことが望

まれる」 とある。

上記のように、 SDと い う文言を用い、

職員の能力開発を詳細に述べた答申は初め

てである。

さて、1997年 に慶應義塾大学の孫福弘氏

らが中心 となって大学職員の学会 として大

学行政管理学会が発足 した頃か ら、 SDや
大学職員論の論文は多 くなっている。同学

会は設立の 1997年 の第 1号 か ら 2011年 の

第 15号 まで継続 して学会誌 を発行 し、職員

論を展開している。

『 IDE現 代の高等教育』は 1979年 か ら
断続的に事務局や大学事務職員についての

論文がある。 しか し、当時ほとん どの論文

タイ トルは「事務」とある (例 :「 教育 と事

務の間」「事務が支える・私学経営」)。 SD
とい う言葉が初めて使われたのは 2002年 5

-6月 号 「大学の SD」 であ り、10人 の論

文を掲載 している。その後 も 2005年 4月 号

「SD/大 学職員の能力開発」、2008年 4
月号 「これからの大学職員」、2010年 8-9
月号 「プロとしての大学職員」、20H年 11

月号 「成長する大学職員」等を継続的に特

集 している。

リクルー トの『 カ レッジマネジメン ト』

は 2000年 に「プ リンス トン大、ハーバー ド

大の経験か ら一重要性 も仕事 も増す一方―

ア ドミニス トレーターの仕事 と役割」 とい

う特集を組んでいる。i ア ドミニス トレー

ター とい う言葉が 目につ くようになつたの

は大学行政管理学会発足前後か らである。

進研ア ドの『 Between』 も 2000年 代に入

ってから、2002年 5月 号の特集「大学職員

のキャリアアップ」、2004年 6月 号の特集
「リーダーシップが生きる職員組織」、2008

年夏号の特集 「教職協働の理想像を探 る」

などがある。

大学教育学会は、2004年度課題研究集会

のシンポジウムⅡで 「教学支援 と大学改革
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― FD、 SDか ら PD(Professional
Development)へ 」を開催 し、本格的に職員

論の展開をは じめた。ii『大学教育学会
誌』の論文 としては第 25巻第 2号 (2003

年 11月 )に はじめて、事例研究 として「大

学ア ドミニス トレーター養成の試み :桜美

林大学の例 J(武村秀雄 )が 掲載 された。大

学教育学会 (旧 一般教育学会)は教養教育
の色彩が濃かつたが、2000年 代に入 ると、

急速に SD・ 大学職員論や教職協働の実践

等が増えてきた。

日本私立大学協会 のアルカデ ィア学報

(教育学術新間掲載 コラム)は 2002年 9

月 11日 篠 田道夫 (日 本福祉大学常任理事 )

が 「SD論 の到達の前進―職員開発 と大学
運営への参画 (上 )Jを 掲載 (同年 9月 18

日 (下 ))し て以降、2011年 まで 8本 の論

文を掲載 している。 iii

研究者では、山本員一が前掲の大学教育

学会等 をは じめ、「大学事務職員 の能力開

発」(『 大学論集』第 39集 )な ど多数の SD・

大学職員論 を書いている。大場淳 も 「大学

職員 (SD)に 関する研究の展開」 (『 大学
論集』第 36集 )等 を書いている。
私立大学では早稲 田大学 (WISDOM@早 稲

田)iV が『 大学は 「プロジェク ト」でこ
んなに変わる』の実践報告を、国立大学法

人では山形大学小 田隆治『 大学職員の力を

引き出すスタッフ・ ディベ ロップメン ト』

で、プロジェク ト創出型 SDの 実践的な記
録 を出版 している。

以上のよ うに、 SDや 大学職員論はおお
むね 2000年代か ら急激に増えていること

が分かる。

これ ら様々な著書・論文の SD論 を通底
するものは、社会や大学の変化 とともに S

Dは ますます重要であるとい う認識である。

大学職員の資質や能力の開発が、 これか ら

の大学には不可欠であると述べている。国

立大学の法人化 (2004年 )前後か ら、 SD
や大学職員の能力開発 はいつそ う熱 を帯び

て論 じられ るよ うになってきてい る。

しか し、 SDの 背景や研修の重要性 を指
摘す る論文は多いが、具体的で実践的な研

修 内容や研修 の効果 について記載 したもの

はあま り多 くない。

3.SD研 修について
SDの 範囲は広範である。桜美林大学大
学院、名古屋大学大学院、筑波大学大学院

などの大学院のみならず、立命館大学大学

行政研究・研修センターなど研究 と研修・

教育を行 うセ ンターもある。大学コンソー

シアム京都や 四国地 区の大学の SPOD
(Shikoku   PrOfessiona1   0rganization

Development Network in Higher Education)

な どでも様々なカ リキュラムや コースが開

設 されている。 SPODで は約 150の プロ
グラムがある。 しか し、個別の大学での S

Dプ ログラムは、その大学の背景や文化に

よって異なって くる部分 もあるだろ う。

金子元久 (2005)は SDに ついて、概念
図を用いて概説 している。金子は、具体的

な SDの 活動 を 3つ のタイプに分 けている。
1.「職務研修型」―職務上必要 となる具体

的な知識 を、個別 に比較的短い期間で習得

す る研修。 2.「 経営能力開発型」一大学の

経営 に必要な情報 を提供 し、また能力 を養

成す る。 3 体系的なカ リキュラムに従 つ
て行われ る 「学校型」の研修。

これ らは形態的分類である。今回、静岡

大学が実施 した 「わた したちの仕事改善」

はこ うした類型 には当てはま らない。モチ

ベー シ ョンを中心に考 えたケースメソッ ド
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で あ る。筆者 (佐藤龍子 )

モチベー シ ョンア ップ型 」

る。

図 1

業縦

静岡大学においても職員課が多様な職員

研修 メニューを用意 してい る。 CS(顧 客
満足度 )研修、人材育成研修、段取 り研修、

問題解決研修、人事労務研修、 リスクマネ

ジメン ト研修、人事評価者研修、放送大学

研修、語学研修 など多数の研修 を実施 して

いる。 これ らと今回の研修会 「わた したち

の仕事改善」の違いは、身近な同僚がそれ

ぞれ に課題 を発見 し解決 し、新 しい仕事 を

作っていることを知 り、 自分の仕事を振 り

返 り、それを生かす ことにある。 同僚性 を

担保 しているとい う点で、 FDの 本質 と同
じである。静岡大学では 9年前か らFD研

修会 として「わた したちの授業改善の取組」

を実施 している。いわばその応用である。

小 田 (2010)が 指摘 してい るよ うに、現代

の大学では多 くの学生は先生ができるか ら

といって自分ができるとは思わな くなって

きている。 しか し、同級生ができるな らば

自分 もできるのではないか と思 う。今回の

SDも 同僚性 を重視 したのは、まさにそこ

にある。

なによ りも SD研 修会で求められてい る
のは、一般論の理解だけでな く、個別の業

務に落 とし込む ことができる課題発見、課

題解決力である。静大の 「わた したちの仕

事改善」は、同 じ大学に勤める身近な同僚

職員が具体的な仕事改善を通 して、大学改

革をすす めていることを共有 し、モチベー

シ ョンを高め、それ をこれか らの 自分の仕

事に応用 して実践できるよ うになることを

目指 している。教員や外部講師主導でな く、

講師は同僚職員である。大学教育において

もアクティブラーニングや ピアサポー トが

すすんでいるが、 SD研 修会 においても、
それ らは有効である。教員の FDも 授業の

悩みをお互いに話 し合 う自発的な集 ま りや

授業改善を共有化す る取組か ら出発 した。

SDで も、同 じ大学にいて も知 らない優れ

た取組 を掘 り起 し、共有化 と可視化す るこ

とが重要であると考えた。

SDや 大学職員論は多 くなつているが、

具体的な研修会等 についての実践的な報告

は少ない。「わた したちの仕事改善」は長期

に渡 る手間隙かけた体系的な研修プログラ

ムやプロジェク ト報告でな く、 どこの大学

でも応用可能 な事例報告である。

以下、2012年 10月 31日 に実施 した SD

研修会「わた したちの仕事改善」について、

具体的な 3つ の事例 を報告す る。「グ リー ン

キャンパス構築指針・行動計画 と環境報告

書」は静岡大学施設課副課長の松井宏文、

「武道系学生による防犯パ トロール」は教

務課係長 の山下晃司、「図書館 における学生

協働 の取 り組 み―静岡本館図書館モニター

について」は学術情報部図書館情報課の松

下昭重の報告である。

瑚確

は「課題解決型・

と呼が ことにす

組翻 ヒ訛
JllJキュラム

金子元久『IDE』囚

“

年■月号

肺 力

1日別知識
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4。 「わた したちの仕事改善」の

取組

4-1.グ リー ンキャンパス構築指針・行

動計画 と環境報告書

(1)は じめに
2005年 に先進 国の温室効果 ガス削減 の

法的拘束力 を持つ もの として約束す る 「京

都議定書」が発効 された。 日本の温室効果

ガス削減 目標 は、 1990年度比マイナス 6%

削減であ り、削減 目標の第一約束期間であ

る 2012年 までに達成 しなければな らない

ことか ら、低炭素社会実現に向けた国民的

なプ ロジェク トが継続的に展開 されている。

こ うした状況の中、静岡大学は環境 に関

す る諸規制 を遵守す るとともに、環境に対

す る負荷低減等あ らゆる面において、環境

保全 に努 めてい る。

また、「グ リー ンキャンパス構築指針・行

動計画 20102015」 にて 目標・計画 (Pl
an)を 示す こととし、教育・研究活動に

伴 うエネル ギー等消費量 (Do)を 環境報
告書にて評価 (Check)と 削減対策 (A
ction)に 繋げて、静岡大学の環境 に

関す る PDCAを 回す仕組みを構築 した。
この充実・改善への取組 をスター トさせ

てか ら 2年 が経過 した 2012年 2月 に「環境

報告書 2011」 は、第 15回環境 コ ミュニケ

ーシ ョン大賞の表彰を受 けた。

(2)2010年 9月 までの取組み

私が、2010年 4月 静岡大学に着任 して初

めて報告 を受 けたのが、 2008年 10月 に岐

阜県可児市の名城大学にて開催 された 「第

36回 環境 システム研究発表会」の「国立大

学法人の環境情報開示 と環境パ フォーマ ン

ス」 とい う学生研究発表の結果だつた。そ

の内容は、「60の 国立大学法人の環境報告

書 を比較」 した ものであ り、静 岡大学 は

2006年 度、2007年 度の 2年 連続 ワース ト 1

とい う不名誉な評価を受 けた。 このことか

ら、環境報告書の充実・改善が急務 となっ

た。

私は、 この評価 を真摯に受け止め、 2010

年 4月 か ら環境報告書の充実・改善に向け

た作業に着手す るとともに、下記の 8項 目

について、重点的に確認・実施 した。

<環境報告書 2010重 点確認 。実施事項 >

・過去の環境報告書の評価・分析 を実施 し

た。

・名古屋大学環境報告書作成プロセス と作

業手順、各段階の決定 日程 を確認 した。

・世界的な地球温暖化防止対策の基本であ

る気候変動枠組条約締約国会議 (COP)
の動向を確認 した。

・環境省 の 「環境報告ガイ ドライン (2007

年版 )」 、「環境報告書の記載事項等の手引

き (第 2版 )Jに 基づ く表現方法 とした。
・ PDCAサ イクル による表現方法 とし、
評価及び削減対策 を次年度 の環境負荷低

減活動・省 エネ活動 に繋 げてい くこ とに

した。

・創意工夫点 として、静岡大学が実施 して

い る生物多様性 の調査結果及び 自己評価

結果な どを取 り込む ことに した。

・静岡大学環境配慮の取組 目標 を再設定 し

た。

・教員へ 「環境・生物多様性 に関す る研究

活動」の執筆依頼 を実施 し、全学的な取

組 に した。

「環境報告書 2010」 は、全 91ペ ージ と

して、20■ 年 9月 に発行 した。これは、前

年度 2009年 版の 34ペ ージか ら約 3倍 の情

報量 とし、静岡大学の環境負荷低減 に関す

る表現や読み易 さが格段 に向上 した。
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(3)2010年 10月 か らの取組み
「環境報告書 2010Jを 9月 に発行 して、

4つ の問題点が明確 に見えてきた。

・再設定 した静岡大学環境配慮の取組 目標

を全学的な取組 目標 に設定す ることが必

要 なこと。

・「静 岡大学教育・研究活動にお ける環境配

慮計画」の徹底が必要であること。

・「環境報告書 2010」 の評価及び削減対策

を全学的 に周知 し、環境負荷低減・省 エ

ネル ギー を強力 に推進す るこ とが必要 な

こ と。

・附属病院を有 しない総合大学のベ ンチマ

ー キングを実施 し、静岡大学の評価 が必

要 なこと。

これ らの問題 点 の解決 と第 二期 中期 目

標 。中期計画期間における環境配慮の取 り

組み を効率的・効果的に実施す るために、

グ リーンキャンパスに向けた 「静岡大学グ

リー ンキ ャ ンパ ス構 築 指 針 ・ 行 動 計 画

20102015」 の作成 を決意 し、下記の 4項 目

を重点項 目に した。

・ 目標や行動計画などを明確 に示す こと。

・各環境配慮の取組 目標 について、 6年 間

に達成可能 な中期的 目標 ・年度 目標や各

年度 の行動計画 を具体的 に掲載す ること。

・省エネル ギー計画を策定す ること。

・附属病院 を有 しない総合大学のベ ンチマ

ーキ ングに基づき、静 岡大学 の光熱水量

等 を把握・ 評価す ること。

「グ リー ンキャンパス構築指針・行動計

画 20102015」 は、静岡大学の環境負荷低

減 に関す る削減 目標及び行動計画等 を示す

ものであ り、全 77ペ ージとして、2012年 5

月 に発行 した。 この中の省エネル ギー計画

は、「静岡大学キャンパ スマス タープ ラン

2010-2015」 と連携 してお り、照明設備 の H

f化 、外灯の LED化 、 GHP室 外機の高
効率化・ダブルマルチ化、太陽光発電設備

の導入などを計画 している。

また、2009年 度の総エネル ギー使用量、

光熱水量、温室効果ガス排出量な どのベ ン

チマーキングを実施 した結果、水使用量は

右肩下が りの削減傾 向であったが、更なる

取 り組みが必要なことが分かった。ベ ンチ

マーキングを実施す ることで、問題点が明

確 になることを再認識 した。

図 2「 グリーンキャンパス構築指

針・行動計画 20102015」

(4)2011年 の取組み

「環境報告書 2011」 の編集に当た り、「環

境報告書 2010Jで 基本 とした PDCAサ イ
クル記載方法を踏襲することにし、学内 。

学外 のステー クホル ダー に対 してわか り

やす く、読みやすい報告書を目指す ととも

に、環境負荷低減 に資す るために自・黒・

グレー色を基本にし、カラーページを極カ

少なくするよう工夫 した。

また、静岡県立大学環境科学研究所長・

教授坂 田昌弘氏による外部評価 を実施 し、

信頼性・公平性の向上に努めた。

グリーンキャンllス
鸞雛鮮.行yil鶴

2滅o=2趨應
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図 3「 環境報告書 2011」

5 ま とめ

静岡大学は、環境 に関す る目標・計画 (P

lan)を 示す 「グ リーンキャンパス構築
指針・行動計画 20102015」 を策定す ると

ともに、教育・研究活動 に伴 うエネル ギー

等消費量 (Do)を 毎年度作成 してい る環
境報告書にて評価 (Check)と 削減対

策 (Action)に 繋げて、静岡大学の

環境 に関す る PDCAを 回す仕組みを構築
し、地球温暖化防止、環境負荷低減 に資す

る取組、省エネル ギー活動 を推進 してい る。

これ らのTLI続 的、積極的な取組が評価 さ

れ、 2012年 2月 に 「環境報告書 20H」 は、

環境省、財団法人地球 。人間環境 フォーラ

ムが主催す る第 15回 環寛 コミュニケーシ
ョン大賞の環境配慮促進法特定事業者賞を

受賞 した。 この受賞は、大いに私の励みに

なった。

4-2.武 道系学生による防犯パ トロール
(1)武 道系学生 による防犯パ トロール

平成 19年 、「学生支援 GP」 申請にあた

り、当時の学務部長か ら、 この GPの 趣 旨
に合 う企画 を依頼 された。私 は数年前か ら、

武道系学生が小学生の登下校 を守 る 「防犯

パ トロール」を考えていた。静岡キャンパ

スには 8つ の武道系運動部 (空 手道、 日本

拳法、柔道、剣道、少林寺拳法、合気道、

フル コンタク ト空手、テ コン ドー、以下「武

道系Jと い う)が あるが、学生達が持つて
いる潜在的な力を地域のために使 つてほ し

い と思つていた。大阪教育大学附属池 田小

学校の事件以来、学校の安全管理が社会問

題 になっているため、この企画は、社会に

もインパ ク トを与えると確信 していた。

1)体 育会委員長 と武道系学生への打診
本学では運動部が静岡 42、 浜松 44V あ

り、その連合組織 としての体育会があ り、

委員長 は、約 1800人 の運動部員の トップ

である。

この年 の体育会委員長 Y君 は 日本拳法部
の主将 を兼ねていたので、防犯パ トロール

の打診 をしたが断 られた。本学は個々の団

体はま とまっているが、横のつなが りが弱

いため、 Y君 の力でも 8つ の武道系をま と

めるのが難 しいよ うだった。私が Y君 に打

診 した企画は、 lヵ 月間、8つ の武道系が

交代で毎 日登下校 を見守るとい う案だが、

本学に とつて初 めての企画に尻込み したよ

うだ。

どの よ うに した ら武道系学生 をその気 に

させ るか と考 えていた ところに、空手道部

主将の T君 が窓 口にきた。彼は体育会役員

ではないが、空手の実力者で部内をよくま

とめていた。防犯パ トロールの企画 を話す

と、「面 白そ うですね。空手で 30人 動員で
きるか ら、他の武道系がや らな くて も空手

だけでや ります よ」 と二つ返事で引き受け

て くれた。その話 をY君 に伝 えると、 しば

らく考 えて、「他の武道系に呼びかけますが、

少 な くとも日本拳法部は参加 します」 と答

えて くれた。結果、 Y君 のお蔭で、残 りの
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6団 体 (柔道、剣道、少林寺拳法、合気道、

フル コンタク ト空手、テコン ドー)か らも

快諾 をもらった。

2)大 学の理解
登下校 を守るとい うことは、一歩間違え

ると学生の命に関わる。そこで、上司 (教

育担当理事、部課長)に 次の 3点 を提案 し

了解 を得た。

a武道系学生が 「地域のために自分達のカ

を活か したい。」 と言つている。

b静大生を大学 と地域に PRし たい。その
ために、 TV局 や新聞社に大々的に取 り上
げてもらう。

c万全の体制をとる。
・大学の負担で、武道系学生全員に傷害保

険を掛ける。

・学生は必ず複数でパ トロールを行 う。

・警察 (静岡南警察署)に 協力を依頼 し、
パ トロールの 日時を事前に知 らせパ トカー

に巡回願 う。警察か ら学生に 「パ トロール

の心得」を直接指導 してもらう。

3)大 谷小学校への打診
本学の地元の静岡市立大谷小学校を訪ね、

教頭に防犯パ トロールを打診 した。快諾 さ

れた理由としては、①校長・教頭が静大の

卒業生だったこと、②毎年、静大の教育学

部生がボランティアで授業の手伝いをして

お り、同校の教員に評判が良かつた、③私

の同僚が同校の PTA副 会長を務めていた
ことであつた。

4)防 犯パ トロールの実施
期 日 :平成 19年 11月 22日 (木 )～ 12月

20日 (木 )の 平 日の毎 日

時間 :14:30～ 17:00(3コ マ終了か ら練習

の始まる前の時間を利用 )

場所 :大谷小学校か ら半径 1キ ロ以内の通

学路

参加者 :毎 日、2～ 3の 武道系を 5つ に分け

て人通 りの少ない 5箇 所に配置。

初 日 (11月 22日 )は大谷小学校の体育

館で、約 100名 の学生が参加 して、小学生

を前にパ フォーマンス (演 武、プロック割

り等 )を 披露 した。テ レビ局 2社 と新聞社

2社 も取材 に入 り、非常に盛 り上がった。
また、防犯の現場を担当す る警察官か らパ

トロールの心得を話 していただいた後、意

見交換を行つた。警察官を目指す学生 も参

加 していたことか ら、中身の濃い懇談にな

った。

5)防 犯パ トロール終了後の懇談会
12月 下旬、各武道系の代表者 2名 と教育

担当理事 。部課長で、今回の感想 と次年度

に向けての意見交換 を行 つた。

その結果 を受 け、翌年以降はキャンパス

内と周辺 を中心に防犯パ トロール を行 つて

いる。女子学生に対す る痴漢被害、アパー

トの盗難等の防止、そ して学生 自身が防犯

意識 を高める方が先決だ と判断 したか らで

ある。

(2)防 犯パ トロール を終えて

学生関係業務 を 10年以上担当 している

が、 自分の存在 を認 めてほ しい、人の役に

立ちたい と考えてい る学生が多い と感 じる。

Y君 とT君 が、そ うした学生達を引つ張つ

て くれたお蔭でこの企画は実現できた。二

人は国立大学法人試験 に合格 して本学の面

接 も受けたが、結局、Y君 は実家の市役所、
T君 は静岡市消防署 に就職 した。 この二人

が本学職員になっていた ら、学生 と大学の

つなが りは非常に深 くなつた と思 う。 それ

が今でも残念である。

学生 との協働作業は信頼関係が不可欠で

あるが、それを全面的にバ ックア ップす る

体制が無い と成功 しない。防犯パ トロール
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が現在 も続いているのは、理事や部課長、

同僚の協力のお蔭である。

4-3.図 書館 における学生協働 の取組―
静岡本館図書館モニターについて

現在、附属図書館では 35名 の学生が附

属図書館利用学生モニター (以 下、図書館

モニター)と して活動 している。図書館モ

ニター とは、「もつ と使いやす く、もつ と通

いた くなる居心地のよい静大図書館 になる

よ うに、学生の視点を生か して図書館 を拠

点に して活動す るグループ」のことである。

その活動は新入生向けのライブラ リーツ

アー、緑のカーテンづ くり、図書の企画展

示、モニター選書 (書店 の店頭で図書館蔵

書の選書 を行 うもの )、 大学の公開イベ ン ト

であるキャンパスフェスタヘの参カロな ど多

岐に渡 り、活動の多 くはモニター 自身で企

画 し、実行 しているものである。 ほぼ月 1

回の ミーテ ィングによ り活動内容 を決 め、

実行 にあたつては職員に企画書を提出 し、

職員 は適宜相談、助言、補助な どを行 うが、

活動の主体は図書館モニターである。

図書館モニターは平成 13年度 に設置 さ

れ、年 に 1、 2回 のモニター会議 に出席 し、

図書館への要望や意見を出 して もらうこと、

モニター選書に参加す ることが、その主な

活動 となつていた。平成 23年度か らは先

述の とお り、その活動 をよ り多様 に し、活

動範 囲を広げてい る (活動 は 「モニター」

の範 囲を超 えてい るが、今 の ところ名称は

変 えていない )。

このよ うに図書館が積極的な学生協働 に

取 り組む ことになつた転機 の一つは、平成

22年 4月 の附属図書館本館 リニューアル

オープンに向けて館内で リニューアル案 を

検討す る際、学生の意見 として図書館モニ

ターに意見を求めたことである。モニター

学生は熱心に多 くの意見を出 し、 リニュー

アル案 にも反映 された。また リニューアル

後 も新 しい施設の利用方法や新 しいサー ビ

スについて図書館モニターの意見を取 り入

れた り、一緒に検討 を行 つた りした。

またちょうどその時期 に図書館内の観葉

植物の水や りをボランテ ィアで行つて くれ

る図書館モニター も現れ、図書館モニター

は図書館 にとつて非常に頼 りになる存在だ

と職員側 も感 じるよ うになっていた。他大

学図書館 における学生協働 の事例 を多 く耳

にす るよ うになってきていたこともあ り、

平成 22年度末のモニター会議で学生協働

を話題 に した ところ、積極的な意見が多 く

あったため、平成 23年度 には本格的に働

きかけをす ることに した。モニター募集 を

学務情報システムの連絡通知で行 つた とこ

ろ、予想 を上回る応募があ り、43名 で初年

度の活動が始まった。2年 目の平成 24年度

は学外で活動す る機会 も増 え、静岡県図書

館大会 な どでも活動報告 を行 つてい る。

このよ うな学外の活動 は、静大図書館モ

ニターの活動が広 く知 られ るよ うになった

り、他大学で同 じよ うに図書館のサポー ト

活動 を行 つている学生 と交流できる絶好の

場であるが、学生 との連絡は往 々に して時

間がかかるので、学外行事 にあたつては連

絡や 日程等の調整 に苦労す ることもある。

また学生の活動できる時間がそれぞれ異な

るため、会議等 の 日程調整 が難 しい。活動

の進 め方 について も当初は職員側の提案で

広報、おすす め本 な どの活動 グループな ど

4つ にグループ分 けを していたが、活動が

順調に進まなかった。 これ はグループごと

に活動の中心 となるメンバーが必要であつ

たためであるが、グループを廃上 して 1つ
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の活動推進組織 をお く改善案が学生か ら出

され、平成 24年度 はその組織のメンバー

が中心 とな り、活動がよ リスムーズに行わ

れ るよ うになつた。今後については、モニ

ター学生か らは直接学習支援 に関わつてい

くことへの要望 を聞いている。浜松分館モ

ニター との交流 を深 めることも含 め、これ

か らも新たな 目標 も加 え、継続 して活動 し

てい く予定である。

図書館 としては、学生協働 に取 り組む こ

とで学生の 日線 をサー ビスに取 り入れ られ

ること、学生が活動す る場 となることによ

って大学の中で果たせ る役割の可能性が広

がることな ど、その意義は大きい。学生に

とつてもモニター同士で議論 を重ね企画 し

たものを、職員 に相談 した り補助 を依頼 し

た りしなが ら自分たちの手で実現す る体験

ができること、モニター学生同士の交流が

できることな ど得 るものが大きいよ うに思

う。また学生が主体的にこの活動 に取 り組

むことによつて、大学で学ぶ とい うことに

ついて考 えるきつかけになるのではないだ

ろ うか。私 にとつても現在 の業務でモニタ

ー学生 と関わることは、彼 らの意欲や熱意

を間近に感 じることができ、大いに刺激 に

なると同時に、大学で働 くことの楽 しさを

十分に感 じさせて もらえるもの となってい

る。

5。 ま と め

上記 3つ はきわめて現代的な大学の課題

を正面か ら取 り扱ったものである。「環境報

告書」は、大学にとっても「京都議定書」

の遵守 とい う重要な課題である。学会で最

下位 と報告 されてか ら 2年 で見事 トップを

とった。防犯パ トロールは学生の力を生か

した、学生の人間的成長を促す地域貢献で

ある。図書館モニターは、図書館 の役割が

変化す る中、学生 とともに課題 を解決する、

学生参カロ型の図書館のあ り方を模索 してい

る取組である。

ともに教職員や学生を巻 き込んで新 しい

動きを作 り、組織化 し、新 しい仕事 をつ く

り、課題解決 につ とめている。継続 してい

けば今後新たな課題 も見えて くるだろ うが、

新 しいものを作 りまとめる力があれば、ブ

レークスルーできるだろ う。

「わた したちの仕事改善」は、いわゆる

ケースメソッ ドである。仕事改善の手法や

問題点な ど、実際に取組んだ職員の視点か

ら報告す ることで、各部署が抱える課題 を

解決す る うえでの参考 となる。仕事内容 を

見直す契機 ともなる。

研修会当 日、上記 3つ を知つていたか ど

うか参加者 に挙手 して もらったが、2つ 知
つている人が約 3分 の 1、 1つ が約 3分 の

1で あった。 3つ 全部を知 つていたのは、

筆者 (佐藤 )だ けであつた。同 じ大学にい

ても、業務上横 のつなが りが少 な く、優れ

た取組でも知 られていない ことが分かつた。

様々な研修スタイル はあるが、同 じ大学の

同僚が どんな課題 を抱 え、それ をどのよ う

に解決 したかプロセスを知 ることは SDの

基礎 固め として重要である。フロアか ら「学

生 も、教員 も認 められたい と思 うが、職員

も認 められたい」、「いままで受 けた研修や

講演のなかでもつともためにな り、 よかつ

た」 とい う率直な意見があつた。

課題 も明 らかになった。今回の研修会 を

企画 して、職員 は自分の仕事改善や実績 を

過小評価 しがちであると改めて気づいた。

掘 り起 し、適切 に評価 しコーディネー トや

プロデュースの役割 を担 う人が必要である。

今回は発表者 の課題発見力や発想、課題解
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決力、実行力な ど、各人のパー ソナ リテ ィ

や努力 に依存 していた。今後はこれ らを横

断的につなげ、よ り組織的な SDを 目指 さ
なけれ ばな らない。教職協働 をいっそ う進

める上か らも、教員 も職員の仕事改善を知

ることが大切である。

SDの 流れ として系統立てたプログラム

を用意す る方向に進んでいる。単発 の講演

や研修 よりはるかに有効であるし、継続 し

て研修 を行 う意義 は大きい。 しか し、それ

が 「管理教育」のよ うにな らないか との一

抹の危惧 も抱 く。 1つ 1つ のプログラムの

成果や研修の成果 は上がるだろ う。しか し、

成果の上が りやすい仕事や 目につ く仕事が

もてはや され、埋 もれた仕事や誰 もや りた

が らない よ うな仕事がないが しろに され な

いか。また、イ ノベーター、破壊者 がこれ

らの体系的なプログラムか ら生まれ るだろ

うか。 これは学生のキャ リア教育 とも似て

い る。佐藤龍子 (2007)が 指摘 しているよ

うに、正課プログラムを体系立てて提供す

れ ばす るほど、 自立か ら遠 くな りは しない

だろ うか。

山本員― (2007)の 調査 によれば、職員

の 自己啓発について、私立大学職員が一番

熱心で、およそ 2人 に 1人 は 「大学問題 に

関す る書物 を読む」 と答 えている。一方、

ある国立大学で、 自分のお金で大学問題 に

関す る専門書を 「買つている」 と答 えた者

の比率がきわめて低かつたことを思い出 し、

この辺 りか ら大学職員の能力開発 を考えな

けれ ばな らないのではあるまいか と述べて

い る。まった く同感 である。今後、実証的

な研究が待たれ るが、大学だか らこそ SD
は 自発性やムーブメン トを重視 した もので

なければな らない。

高木 (WISDAM@早 稲 田)(2008)は 、

大学は本来的に寛容な組織で、無駄や隙間

と思われるものこそが、大学の本質的な要

素だ と述べている。職員個々が能力を生か

し、多様な改革に取 り組むことが、教育研

究活動を管理強化する方向に向かわないよ

うにしなければならない、教育研究の自由

と独立が正 しく保障されることは、大学の

最優先事項 と考え、職員の活動は、この原

則 を曲げるものであってはならない と指摘

している。忘れてはならない視点である。

金子 (2008)は 、現代の大学職員に求め

られ るのは、大学全体がどのような課題を

抱えているかを考えるための幅広い視野、

大学が どこに向かつていくのかとい う方向

感覚、そ してそれを具体的な業務に結びつ

けていく知恵ではないか、 と述べている。

これは教員にとっても重要である。

教員は一般的に組織への帰属意識が希薄

である。会議等で 「長期的な視野」に立っ

た発言をするが、簡単に他大学へ異動 した

り、転職をする場合もある。雇用の流動性

に耐え うる職業でもある。行政的な仕事 も

あるが、政策立案 。実施能力に個人差が大

きい し、そ うい うHl l練 を受けていない人が

多い。 とはいえ、学会や論文、授業アンケ

ー ト、科研費の獲得、引用数など評価・批

評・批判 とともに競争的な環境にさらされ

ている。また、海外を含めた外部のネ ッ ト

ワークを持っている。

一方、職員は教員 より同じ大学に長 く務

める傾向があり、政策の継続性を担保 しや

すい。組織的行動に慣れている。数年後 ご

とに異動するので、部局等の利害に対 して

中立的である。大学を長期的に見て動かせ

るのは職員の方である。ただし、まだまだ

雇用の流動性は低 く、評価や批判にもあま

りさらされていない。外部 とのネ ッ トワー
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クも少ない。               『 IDE現 代の高等教育』 N o 202.No

教員が職員のようになるのがいい とか逆  439 N o 469 N o 499 N o 523.N o 535

がいい といっているのではない。教員 と職

員がいい ところをお互い補完 し合つて教職  大 学行 政 管 理 学 会 HP/http://juam jp/

協働 を進める大学こそ、学生のためにいい    (2012,12,17参 照 )

教育ができ、これか ら活き活きと生き続け  大学教育学会 HP/

られる大学である。              https:ノ /1olipop‐ dp54069295.ssl・ lolipop.

来年度以降も「わた したちの仕事改善」  jp/g_member/member main php
を継続する予定である。SDの 機運を高め、  (2013.1.10参 照 )

教員や学生も参加する仕組みを考えていき  広島大学高等教育研究開発センター

たい。 これからも内発的な動機 を高める、   http://rihe hiroshima u ac.jp/pl_dai

コンパ ク トな研修プログラムの開発 を目指   gaku_l php(2012,12,17参 照 )

したい。                  文部科学省 HP:学 士課程教育の構築に向
けて (答 申)

http://www.mext.go jp/compOnent/b_m

enu/shingiノ toushin/__icsFiles/afieldfil
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註

i『 カ レッジマネ ジメン ト』は 110号 (2001
年 9月 )「提言  国立大学が独立法人化す
るためには/改革 を支える “ア ドミニス ト
レータ"養 成の方策」 (山 本真一 )、 123号
(2003年 11月 )西南学院の事例や大学行
政管理学会研究大会の報告な どがあ り、

133号 (2005年 7月 )レ ポー ト「大学院で
も始まつた大学ア ドミニス トレーターの養

成」、 137号 (2006年 3月 )特集 「改革を
進 めるための職員能力開発研修」で研修 を

取 り上げてい る。
i「 教学改革 とマネジメン トスタッフの役
割」(立教大学西 田邦明 )、「新潟大学におけ

る大学改革 と教員及び事務職員の連携」(新

潟大学江 日正樹 )、 「大学の機能変化 と職員

の役割」(筑波大学山本員― )、「教学支援 と

大学改革― プ ロフェッシ ョナル・デ ィベ ロ

ップメン トについて」(大 阪女学院大学関根

秀和 )な どの発表 があつた。
■i以 下、 2004年 1月 28日 船戸高樹 (桜美
林大学新宿キャンパス長 )「 FD・ SDか ら
BDヘ ー 問われ る理事会の自覚 と責任」、
2005年 9月 14日 篠 田道夫 (日 本福祉大学
常任理事 )「「職員論」前進への課題―現実

改革 を担 う具体論 の構築 を」、2008年 ■ 月
19日 坂本孝徳 (私 学高等教育研究所研究

員 )「事務職員の力量形成の課題 ―協働性・

革新性・ 自律性 を」、 2010年 10月 27日 上
杉道世 「職員の力量 を高める大学マネジメ

ン ト人材育成の展望」、 2011年 6月 1日 篠
田道夫 (日 本福祉大学常任理事 )「 大学改革

力の強化ヘー職員 に求め られ る 4つ の課
題」、2011年 11月 23日 山本員一 (広 島大
学高等教育研究開発セ ンター長 )「 教職協働

は大学の特性 に応 じて、役員・教員・職員

調査結果か らの示唆」である。
■早稲 田大学では業務改革 と経営戦略立案

の方法論 として「WISDAM」 を活用 し、

成 果 を あ げ て い る。「WISDAM@早 稲

田」 とは 、 WISDAM開 発 にお け るプ ロ

モーターの役割を果た してきた大学教職員

有志による自主的研究部グループである。
V平成 24年 4月 現在
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